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依頼者・利用者からの利便性向上に関するニーズ
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備考：依頼者・利用者向けアンケート（Q4③,Q5,Q6,Q6②）（国土交通省）

○「実績のほかに、専門性・信頼性を判断する材料がない」などの回答が多い。【情報】
○「鑑定業者によって鑑定評価書の様式にばらつきがあり、分かりにくい」などの回答が多い。【理解】
○「組織・審査体制が不明確」「依頼者からのプレッシャーに対する対応が不十分」などの回答が多い。【信頼性】

不動産鑑定業者についての課題 鑑定評価書の記載について課題

情報開示として有効と思われる内容依頼者・利用者の利便性向上に資する取組



【情報】 不動産鑑定業者・不動産鑑定士における検索システム
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○国土交通省では、不動産鑑定業者の事務所の所在地、名称などの基本情報のほか、事業実績の概要を公開している。
○日本不動産鑑定士協会連合会では、会員不動産鑑定士の氏名、勤務先名、研修受講履歴などの情報を公開している。

日本不動産鑑定士協会連合会国土交通省

※公表資料等を基に国土交通省において作成

【基本情報】

事務所の所在地、大臣・都道府県知事区分、登録番号、不動産鑑定業者の名称又は商号、本支店区
分、事務所番号、代表者役職、代表者氏名、事務所名称、初回登録年月日、専任の不動産鑑定士、事
務所の所在地、電話番号、従事する不動産鑑定士数、基準日、従事する不動産鑑定士、不動産鑑定評
価業以外の業務、業務提携・共同等業者、公的土地評価等の業務、基本情報年月日、実績報告期間

【事業実績の報告】
１．不動産の鑑定評価

（１）依頼目的別
売買、担保、補償、証券化、財務諸表、資産評価、その他、賃料

（２）依頼先別
国・独立行政法人等、地方公共団体等、金融機関、不動産関連事業法人等、その他民間法人、個人

２．不動産鑑定評価の隣接・周辺業務
（１）依頼目的別

市場調査・需要予測等の調査、不動産の利活用の調査、事業に伴う補償等の調査、固定資産の時点
修正率等の調査、その他
（２）依頼先別

国・独立行政法人等地方公共団体等、金融機関、不動産関連事業法人等、その他民間法人、個人

日本不動産鑑定士協会連合会HPより国土交通省HPより



【情報】 不動産鑑定業者のホームページ

○Ａ社では、所属する不動産鑑定士の学歴、代表者の職歴、著書・論文、賞罰などの情報を公開している。
○Ｂ社では、評価等の実績や所属する資格者の種類・人数などの情報を公開している。
○Ｃ社では、専門チームごとに不動産鑑定士等１～２名の顔写真、インタビューなどの情報を公開している。

Ａ社

※公表資料等を基に国土交通省において作成
（画像については一部加工）

Ｃ社Ｂ社
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【情報】 他資格における検索システム
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日本弁護士連合会（ひまわりサーチ） RICS（Royal Institution of Chartered Surveyors）

○日本弁護士連合会では、氏名、事務所名などの基本情報を公開（「弁護士情報検索」）しているほか、各弁護士の
自己申告に基づき、学歴、法曹以外の資格、重点取扱業務などの任意情報も公開（「ひまわりサーチ」）している。

○RICS（英国）では、氏名、登録番号などの基本情報のほか、事務所名、学歴、得意分野などの任意情報も公開している。

日本弁護士連合会HPより RICS HPより

※公表資料等を基に国土交通省において作成
（画像については一部加工）



【情報】 他資格の検索システムとの比較

○他資格においては、資格者の得意分野・取扱分野などの任意情報を公開している団体もある。

不動産鑑定士 弁護士 公認会計士 税理士 弁理士 建築士 AI（米国） RICS（英国）

協会加盟の義務 × ○ ○ ○ ○ × × ×

システム名 会員検索
弁護士

情報検索
ひまわりサーチ
（任意登録制）

公認会計士等
検索システム

税理士情報
検索サイト

弁理士ナビ
専攻建築士

検索システム

Find an 
Appraiser Find a Member

システム
運営主体

日本不動産
鑑定士協会

連合会

日本弁護士
連合会

日本弁護士
連合会・
弁護士会

日本公認
会計士協会

日本税理士会
連合会

日本弁理士会
日本建築士会

連合会

Appraisal
Institute

Royal Institution
of  Chartered 
Surveyors

氏名 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
生年月日 × × ●（生年のみ） × ●（生年のみ） × × × ×
登録番号 × ○ ○ ○ ○ ○ × × ○

登録年月日 × × ● × ○ ○ × × ○
所属協会 × ○ ○ × ○ × × × ●

事務所名 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ●

事務所所在地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ●

出身地 × × ● × × × × ● ×

性別 × ○ ○ × ● × × × ×
得意分野
取扱分野

× ×
●取扱業務、
重点取扱業務

×
●主要取扱業種、

主要取扱業務
●専門分野、

技術分野
○専攻領域、

専門分野
● ●

他に保有する
資格

× × ● × × ● × × ×

学歴 × × ● × × ● × × ●

研修受講
履歴

○ × ● ×

×
(平成30年4月から
基礎情報として

公開予定)

○ × × ×

その他
●民事法律

扶助の取扱
の有無等

●訴訟経験等
●建築業務に
対する考え方

凡例：○必須登録事項（基礎情報）、●任意登録事項（任意情報）

5
※公表資料等を基に国土交通省において作成



【理解】 他資格における依頼者向けの解説

○他資格においては、「依頼する場合のポイント」や「よくある質問」などを公表している団体もある。

弁理士に依頼する場合のポイント（日本弁理士会）
日本弁理士会HPより

6
※公表資料等を基に国土交通省において作成



【理解】 鑑定評価書等の様式の例

○国土交通省では、証券化対象不動産の鑑定評価において、エンジニアリング・レポートの内容を鑑定評価に活用する際
や、DCF法を適用する際の様式の例を不動産鑑定評価基準に規定している。

○日本不動産鑑定士協会連合会では、鑑定評価書のひな形を作成し、記載例としてホームページで公開している。

日本不動産鑑定士協会連合会HPより

鑑定評価書の様式の例
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エンジニアリング・レポート活用、DCF法適用時の様式の例

Ⅰ．鑑定評価額 

 金**,*００,０００円 

 

当該鑑定評価額は、後記Ⅲ２記載の条件を前提とするものです。 

Ⅱ．対象不動産の表示 

所 在 及 び 地 番 地 目 評価数量 

東京都○○区○○町○丁目１番 14 宅 地 実測 000.00 ㎡ 

Ⅲ．鑑定評価の基本的事項 

１．対象不動産の種別及び類型 

(1) 種 別 

住宅地 

(2) 類 型 

更地 

２．鑑定評価の条件 

(1) 対象確定条件 

対象不動産の現状を所与として鑑定評価を行う。 

(2) 地域要因又は個別的要因についての想定上の条件 

な い 

(3) 調査範囲等条件 

な い 

・鑑定評価の対象とする不動産の現実の利用状況と異なる（又

は異なる可能性がある）条件を設定した場合は記載必要。 

発行番号 ○○第○○○○号 

発行日付 平成○年○月○日 

 

 

 

 

 

不 動 産 鑑 定 評 価 書 
 

 

 

（依頼者） 

株式会社○○○○ 様 

（依頼者以外の提出先） 

株式会社△△△△ 様 

 

 

 

東京都○○区○○町○丁目○番○号 

株式会社○○不動産鑑定事務所 

代表取締役  ○○ ○○ 

 

総括不動産鑑定士 ○○ ○○ 印 

不動産鑑定士 ○○ ○○ 印 

 

〔提携：株式会社△△不動産鑑定事務所〕 

不動産鑑定士 ○○ ○○ 印 

 
本件鑑定評価に当たっては、自己又は関係人の利害の有無その他いかなる理由にかかわらず、

公正妥当な態度を保持し、専門職業家としての良心に従い、誠実に不動産の鑑定評価を行った。 

 

依頼者以外へ提出する

場合のみ記載。本文の中

に「提出先」として記載

してもよい。 

・基準に則った鑑定評価の場合は省略不

可。 

提携先であっても、鑑定評

価の主たる部分に関与（単

なる支援は除く。）した場合

には、業者名を記載すると

ともに関与した不動産鑑定

士が署名押印する。 

不動産鑑定評価基準（国土交通省）より

備考：エンジニアリング・レポート ： 建築物、設備等及び環境に関する専門的知識を有する者が行った証券化対象不動産の状況に関する調査報告書

DCF法 ： 連続する複数の期間に発生する純収益及び復帰価格を、その発生時期に応じて現在価格に割り引き、それぞれを合計する方法
※公表資料等を基に国土交通省において作成



（第二面）

Ⅰ 対象となる宅地又は建物に直接関係する事項
１ 登記記録に記録された事項

所有権に関する事項 所有権以外の権利に
（権利部（甲区）） 関する事項（権利部

所有権に係る権利に （乙区））
関する事項

土 名義人 氏 名

地 住 所

建 名義人 氏 名

物 住 所

２ 都市計画法、建築基準法等の法令に基づく制限の概要
（１）都市計画法・建築基準法に基づく制限

１ 区 域 の 別 制 限 の 概 要

都 市 街 化 区 域
市 市街化調整区域
計 非 線 引 区 域
画 準都市計画区域
法 そ の 他

イ 用 途 地 域 名 制 限 の 内 容

２

建
ロ 地域・地区・街区名等 制 限 の 内 容

築

基

準 ハ 建築面積の限度 （敷地面積 ㎡－ ㎡）× ＝ ㎡
（建ぺい率制限）

法 ニ 延建築面積の限度 （敷地面積 ㎡－ ㎡）× ＝ ㎡
（容積率制限）

ホ 敷地等と道路との関係

ヘ 私道の変更又は廃止の
制限

ト そ の 他 の 制 限

【理解】 他資格における重要な事項に関する説明
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宅地建物取引業 建築士事務所
国土交通省HPより 日本建築士事務所協会連合会HPより

重 要 事 項 説 明 書
（売買・交換）

（第一面）

年 月 日

殿

下記の不動産について、宅地建物取引業法（以下「法」という。）第35条の規定に基づき、次の
とおり説明します。この内容は重要ですから、十分理解されるようお願いします。

商号又は名称
代表者の氏名 印
主たる事務所
免 許 証 番 号
免 許 年 月 日

氏 名 印

説 明 を す る 登 録 番 号 （ ）
宅 地 建 物 取 引 士

業務に従事
する事務所 電話番号（ ） －

取 引 の 態 様 売買 ・ 交換
（法第34条第２項） 当事者 ・ 代理 ・ 媒介

土 所 在 地

登 記 簿 の 面 登記簿面積 ㎡
地

地 目 積 実 測 面 積 ㎡

所 在 地
建

家 屋 番 号 １階 ㎡
物 床面積 計 ㎡

種類及び構造 ２階 ㎡

売主の住所・氏名

○ 宅地建物取引業者は、宅地建物取引業法第35条の規定に基づき、宅地若しくは建物の売買等の相手方等に対して、その者
が取得しようとしている宅地又は建物に関し、その売買等の契約が成立するまでの間に、宅地建物取引士をして、重要な事項
について記載した書面を交付して説明させなければならないこととされている。

○ 建築士事務所の開設者は、建築士法第24条の７の規定に基づき、設計受託契約等を建築主と締結しようとするときは、あらか
じめ、当該建築主に対し、管理建築士等をして、設計受託契約等の内容及びその履行に関する重要な事項について記載した書
面を交付して説明させなければならないこととされている。

※公表資料等を基に国土交通省において作成



【不動産鑑定士に対する行政処分】
関与した４名の不動産鑑定士に対し懲戒処分を実施

（処分の内容）
・業務禁止 １名：３ヶ月
・戒 告 ３名

（処分の理由）
・重要な評価条件を鑑定評価書に記載しないことに加え、ドラフトとして鑑定評価額を依頼者に示した後、依頼者からの
要請に応じて、合理的な理由なく鑑定評価の内容を大幅に変更するなど、不当な評価を行った。
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○鑑定評価として適切でない評価条件に基づく鑑定評価を依頼者から求められ、ドラフトとして鑑定評価額等を依頼者に提示した
後に、合理的な理由なく鑑定評価の内容を大幅に変更するなど、不当な鑑定評価が行われた事案がある。

不当な鑑定評価

不
動
産
鑑
定
業
者

依

頼

者

不当な鑑定評価の依頼
（依頼者プレッシャー）

２．以下の点について、貴協会において適切な措置をとられたい。
（２）いわゆる「依頼者プレッシャー」への対策を講じること。

【信頼性】 依頼者からの不当な要請がなされた事案

鑑定評価等業務の適正な実施の確保について徹底を図るため、社団法人日本不動産鑑定協会（当時）へ通知を発出

依頼者からの要請に応じて、宿泊施設の売却に関連し、不動産鑑定士による不適切な鑑定評価がなされたもの。

事案 （平成23年8月）

（『鑑定評価等業務の適性な実施の確保について』（平成23年８月26日付け国土鑑第14号））＜抜粋＞

１．以下の点について、貴協会会員等に周知、徹底されたい。

（３）鑑定評価として適切でない評価条件に基づく鑑定評価を依頼者から求められたときは、評価条件の変更等を
依頼者に申し入れること。それでも理解が得られない場合は、依頼を謝絶すること。



【信頼性】 依頼者プレッシャーの発生を未然に抑止するための取組

○日本不動産鑑定士協会連合会において、依頼者プレッシャーの発生を未然に抑止するための対応策として、「依頼者プ
レッシャー通報制度」を実施している。

鑑定業者又は不動産鑑定士（関与したかどうかを問わない）から、公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会への通報を義務化し、同会において
審議のうえ、依頼者や監督官庁等にその旨を通知・通報する制度

依頼者プレッシャー通報制度とは

項目 具体例

評価内容に
関する事項

・一定の不動産鑑定評価額の要請や誘導（※）

・妥当性を欠く評価条件の設定

評価業務に
関する事項

・評価内容に影響を与える低廉報酬に関するプレッシャー
・著しく短期間での評価スケジュール

依頼者プレッシャーの定義

（※）ここでいう「誘導」とは、依頼後において鑑定評価等の依頼の取り消し、報酬の増
減額、今後の取引停止等をほのめかす言動等により依頼者が意図する最終結果に
近づかせるための行為をいい、一定の強要性が必要となるものである。

会員の通報・調査請求義務と年１度の報告義務

依頼者から不当な働きかけを受けた場合

不動産鑑定業者又は不動産鑑定士

速やかに、資料を添えて鑑定協会に通報・調査請求しなければならない。

ただし、緊急性がないと判断し、速やかに通報・調査請求しなかった場合でも、鑑定業者は
年に１度の「依頼者プレッシャーに関する調査」において報告を行わなければならない。
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依頼者プレッシャー通報制度の流れ

日本不動産鑑定士協会連合会HPより

【⑴ 不当な働きかけについて】

ａ. 自ら実施した又は実施しようとしている評価案件において、評価内容に関する不当な働きかけを
依頼者から受けた場合

ｂ. 他者が実施した又は実施しようとしている評価案件において、評価内容に関する不当な働きかけ
を依頼者から受けている可能性がある又は今後受けるおそれがある案件を確認した場合

※ 不当な働きかけとは、依頼者プレッシャーと同義で、依頼者が行う、一定の鑑定評価額等の

強要・誘導や妥当性を欠く評価条件の設定の強要等をいう。

【⑵ 依頼者プレッシャーに関する通報手続きの内容】
通報・調査請求・年1回の調査票の提出

日本不動産鑑定協会

（現に起きつつある場合）

（既に起きた場合）

【⑸ 依頼者プレッシャーが確認された場合の対応】

・ 日本不動産鑑定士協会連合会（鑑定評価監視委員会）による依頼者の代表者等への最終調査結果の通知
・ 不当な評価を行った鑑定士の処分（懲戒請求・措置要求）

・ 依頼者の監督官庁（依頼者が公的機関の場合にはその上位機関）への通知
・ 企業名、団体名の公表その他の措置

【⑶ 緊急を要する場合の日本不動産鑑
定士協会連合会による依頼者への通知】

鑑定業者・鑑定士（相互）

日本不動産鑑定士協会連合会 都道府県不動産鑑定士協会

関与鑑定士、関与鑑定業者、
通報者からの事情聴取

鑑定評価監視委員会は依頼目的等を考慮し、
依頼者プレッシャーに対して緊急対応（依頼者への通知）が
必要かどうかを判断

【⑷ 事実関係の調査及び公表に向けた必要諸手続きの実施】
① 関与鑑定士、関与鑑定業者からの事情聴取

② 依頼者に対する事実確認のお尋ね
③ 不当性が疑われる評価内容に関する調査
④ 鑑定評価監視委員会による審議

民間企業の代表者又は公共機関の長宛て

に次の内容を通知
・ 依頼者プレッシャーの存在についての
会員からの調査請求があった旨

・ 「事実確認のお尋ね」の文書送達（民間）
又は情報公開制度に基づく開示請求
（公共）を実施する旨

日本不動産鑑定士協会連合会事務局より

※公表資料等を基に国土交通省において作成



【信頼性】 相談業務・苦情解決に関する取組
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不動産鑑定相談所（無料相談会の実施） 建築士事務所業務に対する苦情の申出にあたっての注意事項

写真：日本不動産鑑定士協会連合会事務局より

日本建築士事務所協会連合会HPより

○ 日本不動産鑑定士協会連合会等においては、各地に「不動産鑑定相談所」を設置し、定例の「無料相談会」を行っている。

○ 都道府県の建築士事務所協会は、建築士法第２７条の５の規定に基づき、建築主その他の関係者からの 建築士事務所が
行った業務に関する苦情について相談業務を行っている。

（苦情相談の申込みに当たっては、「建築士事務所業務に対する苦情の申出にあたっての注意事項」についての理解を求めている。）

JR新宿駅西口イベントコーナー（東京）

・会場数：196会場（47都道府県）

・相談人数：1,686人

・相談員（延人数）：928人

・相談内容：「価格について」が最も多く、
次いで「税務について」の相談が多かった。

『鑑定のひろば（No.197）』 JAREA 会報誌より

平成28年10月 土地月間 無料相談会

大丸福岡天神店（福岡）

※公表資料等を基に国土交通省において作成


